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産業部門の現行施策の評価と今後の削減ポテンシャル

１．排出量の現状と推移

1998年度の産業部門におけるCO2排出量(電力使用に伴う間接排出分を含む)

は474.5[百万ｔCO2]であり、我が国におけるCO2総排出量の約40%を占めてい

る。内訳をみると、排出量の多い業種は、鉄鋼34％、化学工業12％、窯業・土

石９％、金属機械７％、紙・パルプ６％となっている。

1998年度の産業部門のCO2排出量は、90年のCO2排出量に比べて3.2％の減少

となっている。

　　　図１　産業部門の業種別排出量(電力配分後)の推移

　　　図２　産業部門の業種別排出量(電力配分前)の推移

資料　２

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

その他産業

その他製造業

建設業

食料品

農林業

紙・パルプ

金属機械

窯業土石

化学工業

鉄鋼

[千ｔ CO2]

※その他産業（非鉄金属、水産業、繊維、鉱業）

0

100,000

200,000

300,000

400,000

1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

その他産業

その他製造業

建設業

食料品

農林業

紙・パルプ

金属機械

窯業土石

化学工業

鉄鋼

[千ｔ CO2]

※その他産業（非鉄金属、水産業、繊維、鉱業）



2

図３　1998年度の業種別CO2排出原単位(生産額当たり)
　(注)民生（業務）部門の生産額は経済企画庁「国民経済計算年報」における下記の業種の合計

・ 産業：卸売・小売業、金融・保険業、不動産業、運輸・通信業（通信業のみ）、サービス業
・ 政府サービス生産者(「電気・ガス・水道業）を除く)：サービス業、公務

・ 対家計民間非営利サービス生産者

表１　業種別CO2排出原単位の推移(生産額当たり)

(注)業種別のCO2排出原単位を比較するために、生産額当たりのCO2排出量を示した。製造業

については、別途、生産量当たりのCO2排出量として、IIP(鉱工業指数)当たりのCO2排出量を算

定し分析している(５頁、表２参照)。
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[千ｔCO2/億円]
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

産業部門計 27.7 26.5 26.0 26.4 27.5 26.9 26.1 25.6 26.4
農林 23.7 26.4 24.8 30.2 26.4 29.8 28.4 28.5 26.6
水産業 70.4 70.3 70.0 67.4 74.0 78.1 67.7 73.6 85.0
鉱業 18.5 20.7 21.9 23.1 29.2 31.5 31.8 26.3 24.3
建設業 3.7 3.5 3.3 3.6 3.6 3.8 3.6 3.2 3.2
製造業全体 36.1 34.1 33.7 34.5 36.3 34.4 33.0 31.8 32.8

食料品 13.7 13.3 13.6 13.2 14.1 13.8 14.1 14.1 14.1
繊維 46.4 45.8 44.1 42.8 47.8 50.3 55.7 51.6 56.7
紙・パルプ 86.2 87.1 87.8 92.9 102.6 101.8 100.1 101.7 97.9
化学工業 59.3 59.5 51.9 50.3 54.6 53.0 49.2 49.1 50.0
窯業土石 101.2 106.3 104.3 108.8 108.9 107.5 102.8 100.5 107.3
鉄鋼 237.9 229.0 218.0 222.5 221.0 213.9 213.9 207.0 229.9
非鉄金属 59.0 62.6 64.9 74.0 74.6 57.4 52.2 44.6 54.9
金属機械 6.5 5.9 6.1 6.0 6.4 5.7 5.3 5.0 5.1
その他製造業 26.0 25.2 25.2 26.8 28.4 30.0 30.0 28.4 31.4

民生業務 5.2 5.3 5.3 5.0 5.4 5.3 5.1 5.0 5.0
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２．他部門との関係

産業部門の排出量は、民生部門などと同様に、エネルギー転換部門(電気事業

者)の排出係数の改善によって減少する。一方、産業部門での自家発電やコージ

ェネレーションの導入、製造工程で発生するエネルギーの有効利用を通じてエネ

ルギー転換部門の排出量を削減することができる。ただし、エネルギー転換部門

と産業部門全体でみた排出量は必ずしも減少するとは限らない点に留意する必

要がある。

温暖化対策として、単に産業部門におけるCO2排出量を削減することだけでは

なく、燃費の良い自動車や省エネ性能の優れた家電・ＯＡ機器の提供、ＨＦＣ等

３ガスの他の物質への代替、荷主としての物流の効率化、廃棄物量の削減などの

活動を通じて、温室効果ガス排出量の少ない社会づくりを進めることが産業界に

期待されている。

図４　産業部門の排出源と他部門との関係
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３．要因分析

○ 金属機械及び化学工業の生産額が増加

産業部門の各業種の排出量は、それぞれの生産量(需要量)に大きく影響を受け

る。鉄鋼、化学工業、窯業・土石、紙・パルプの主要４業種の排出量は、産業部

門全体の排出量の約６割を占める。98年までの各業種の主要素材の生産量の推移

をみると、CO2排出原単位の大きい粗鋼とセメントの年毎の変動が大きく温室効

果ガス排出量の変化に大きな影響を与えていることがわかる。

これらの主要素材を除くと、様々な中間生産物が存在し、各業種の生産量を代

表する指標を作成することが困難なため、生産額の推移をみることにする。98

年の産業部門の総生産額は 約180兆円となっており、90年比1.8％増となってい

る。構成比をみると、製造業では、金属機械(38％)、食料品(７％)、化学工業(６％)

等のシェアが大きい。

90－98年度で生産額の増加が著しいのは、「金属機械」(90年比20.7％増)、「化

学工業」(同24.8％増)である。

　図５　主要素材の生産量の推移

　図６　業種別生産額の推移
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○ CO2排出原単位は近年横ばい傾向

80年代半ばにエネルギー価格が低下したこと等によって、この10年の間、省エ

ネ設備の新規導入が進んでおらず、90年代にはむしろCO2排出原単位が増大して

いる業種も多く見られる。また、エネルギー効率向上や温室効果ガス削減に結び

つく新たな技術の開発も少ない。景気後退下でのエネルギー効率の悪化は、省エ

ネ設備投資の停滞のほか、生産量低下に伴う設備の稼働率の低下や、製品の多品

種少量生産の進展等による影響と考えられる。

(注1) CO2排出原単位は、CO2排出量／IIP(鉱工業生産指数)
(注2) 原油価格指数は米ドル／バレル換算の原油価格をもとに作成。

(注3) 90年以降の排出量は98年のインベントリで使用している各年度の排出係数を用いて算出し、90
年以前の排出量は90年の排出係数を用いて算出した。

　　図７  製造業全体と主要４業種のCO2排出原単位の推移

(資料)「鉱工業指数年報」(経済産業省)及び「日本貿易月表」(財務省)より作成。

表２　業種別IIP当たりのCO2排出源単位の推移

（1990年＝100）
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998

製造業全体 100 100 104 106 107 105 103 102 106
食料品 100 99 101 96 101 103 103 103 106
繊維 100 95 103 112 117 126 121 119 132
紙・パルプ 100 96 98 101 103 105 103 102 99
化学工業 100 104 100 99 101 95 93 93 95
窯業土石 100 106 112 115 116 115 114 114 122
鉄鋼 100 100 104 107 107 107 110 112 120
非鉄金属 100 103 101 99 100 92 84 83 85
金属機械 100 100 109 107 110 103 99 96 101
その他製造業 100 103 104 107 111 115 120 116 125
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○ 産業の高付加価値化やサービス化によって排出量は減少

98年度までの生産額構成比の推移をみると、エネルギー消費原単位が小さい

「金属機械」が5.9ポイント増加している。一方、エネルギー消費原単位が大き

い「鉄鋼」「紙・パルプ」「窯業土石」がそれぞれ減少し、基礎素材型産業から

高付加価値型産業にシフトしていることがわかる。

産業部門全体の排出量の増減は、エネルギー消費原単位の大きい鉄鋼業や化学

工業などの業況に左右される。

表３　業種別生産額構成比の推移

また、産業構造の変化については、第３次産業が増加するのに伴って第１～３

次産業の総生産額当たりの排出量（産業部門と民生業務部門の合計）が年々低下

していることから、生産額当たりの排出量原単位の改善に寄与していると考えら

れる。

図８　総生産額(１～３次)当たりの排出量と民生(業務)部門の生産額シェアの

　　　推移

各年における業種毎の生産額の構成比
1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 90-98

増減%
生産額当たりの
エネルギー消費

量
(90-98平均)

12農業・林業 5.1% 4.5% 4.9% 4.4% 4.9% 4.6% 4.4% 4.2% 4.4% -0.7% 39.3
水産業 1.1% 1.0% 1.0% 0.9% 0.8% 0.7% 0.8% 0.8% 0.7% -0.3% 105.6
鉱業 0.6% 0.6% 0.6% 0.6% 0.5% 0.5% 0.5% 0.5% 0.5% -0.1% 31.1
建設業 24.6% 24.5% 24.8% 26.3% 26.3% 24.6% 23.9% 22.2% 21.9% -2.7% 5.0
食料品 7.0% 6.9% 7.0% 7.0% 6.9% 7.1% 6.7% 6.5% 7.0% 0.0% 17.3
繊維 1.4% 1.3% 1.4% 1.4% 1.3% 1.2% 1.0% 1.0% 0.9% -0.5% 63.5
紙・パルプ 1.9% 1.8% 1.7% 1.7% 1.7% 1.7% 1.6% 1.6% 1.7% -0.2% 132.1
化学工業 5.3% 5.3% 5.9% 6.2% 6.2% 6.1% 6.2% 6.2% 6.5% 1.2% 168.5
窯業土石 2.5% 2.3% 2.4% 2.3% 2.4% 2.4% 2.4% 2.3% 2.3% -0.2% 119.6
鉄鋼 4.0% 3.9% 3.9% 3.9% 4.1% 4.1% 4.0% 4.3% 3.8% -0.2% 232.9
非鉄金属 1.3% 1.3% 1.2% 1.0% 1.1% 1.3% 1.3% 1.5% 1.2% -0.2% 71.8
金属機械 32.0% 33.6% 32.5% 32.0% 32.0% 34.6% 35.9% 37.7% 37.9% 5.9% 6.5
その他製造業 13.2% 13.1% 12.8% 12.3% 11.9% 11.2% 11.5% 11.4% 11.2% -2.0% 36.1
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○ 生産拠点の海外移転の進展

近年の円高の進行などの社会経済状況の変化に伴い、製造業における生産活動

は、為替変動リスクの回避、人件費節減等の観点から、海外への移転が進んでい

る。表２に業種別海外生産比率を示す。98年度をみると輸送機械（30.8％）や電

気機械（20.8％）など組立産業で高い海外生産比率を示している。

表４　主要業種の海外生産比率の推移

（注）海外生産比率＝現地法人売上高／国内法人売上高×100

（出典）「第29回 海外事業活動基本調査」経済産業省

電気機械等の組立産業においては、東アジアを中心に、製品の資本集約度、付

加価値、需要変化への対応などを考慮して、国際分業が行われ、高付加価値商品

を日本で生産し、低付加価値商品をアジア地域で生産するなど、国境を超えた生

産の最適化が進められている。自動車産業においても、グローバルな再編成が進

んでおり、国際的な協調が進展している。このため、素材産業においては、組立

産業による素材使用量が頭打ちの状況であり、稼働率の低下、エネルギー原単位

の下げ止まりないしは増加の原因の一つになっていると考えられる。

また、これらの状況とともに、国際競争力を維持するために、国際的な業界の

再編成の必要性に迫られている状況である。このような経営合理化が求められる

中、投資回収年数が長い省エネ投資などは行いにくい環境にあり、生産設備稼働

率低下と相まって、省エネルギーが進んでいない要因のひとつとなっている。ま

た、業界再編に伴い、今後は素材産業においても海外移転がさらに進む可能性が

あり、この点だけに着目すれば、国内での温室効果ガスは減少するものと予想さ

れる。

(単位：％）

８９年度 ９０年度 ９１年度 ９２年度 ９３年度 ９４年度 ９５年度 ９６年度 ９７年度 ９８年度
９９年度
見通し

食料品 1.3 1.2 1.2 1.3 2.4 3.2 2.6 4.0 2.8 2.8 3.0
繊維 1.3 3.1 2.6 2.3 3.2 4.0 3.5 7.6 8.0 8.9 9.1
木紙パ 1.9 2.1 1.6 1.4 1.9 2.1 2.2 2.9 3.8 3.6 3.9
化学 3.8 5.1 5.5 4.8 7.0 8.1 8.3 10.0 12.4 11.9 13.3
鉄鋼 5.3 5.6 4.9 5.0 6.3 5.4 9.2 12.1 13.1 10.9 13.1
非鉄金属 6.4 5.2 5.2 7.8 6.5 8.8 6.7 11.1 10.9 9.3 9.3
一般機械 3.8 10.6 7.6 4.1 5.8 8.1 8.1 11.7 11.5 14.3 14.4
電気機械 11.0 11.4 11.0 10.8 12.6 15.0 16.8 19.7 21.6 20.8 22.7
輸送機械 14.3 12.6 13.7 17.5 17.3 20.3 20.6 24.9 28.2 30.8 33.2
精密機械 5.4 4.7 4.4 3.6 5.6 6.0 6.6 8.6 9.1 10.3 10.7
石油石炭 0.1 0.2 1.2 5.2 7.1 5.6 3.7 2.8 1.7 2.3 1.5
その他 3.1 3.1 2.6 2.3 2.8 3.0 3.0 4.3 4.1 4.6 4.9
製造業全体 5.7 6.4 6.0 6.2 7.4 8.6 9.0 11.6 12.4 13.1 14.1
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○ 資源リサイクルによるCO2削減

20世紀を特徴付けた大量生産、大量消費、大量廃棄の経済社会を見直して、資

源循環型の社会の形成が強く求められているが、資源の有効な利用は、温室効果

ガス、とりわけ二酸化炭素の排出量の削減に大きな寄与が期待される。

排出抑制、再使用、再生利用等は、主として次のような経路を通じて、温室効

果ガスの削減に寄与することとなる。

排出抑制、再使用、再生利用とは、基本的には廃棄物量を減少させるために、

有用な資源をできる限り循環させて活用する取組であるが、温室効果ガス排出量

の算定にあたって対象となる化石燃料由来の廃油、廃プラスチックの焼却量を減

少させるだけでなく、物質循環により新規の製造必要量を減少させたり、廃棄物

からエネルギーを取り出すことにより従来の化石燃料消費量の減少に資するな

ど、エネルギー面においても温室効果ガス削減に資する。また、紙・繊維くず、

食物くず、木くずの埋立量が減少すれば、メタンの発生量の抑制にも資する。

図９　資源の有効利用と温室効果ガス排出量の削減との関係

排出抑制 廃棄量の減少 廃油・廃ﾌ ﾟ ﾗ焼却量の減少 温
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製造必要量の減少 エネルギー消費の減少 果

ガ

ス

再使用 製造工程の変更 排

出

量

再生利用 埋立処分量の減少 埋立処分場からのﾒ ﾀ ﾝの減少 の

減

少

発電・熱回収 エネルギー代替 化石燃料消費の減少
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○ 政策的に情報通信技術の活用を促進し温室効果ガスを削減（直接効果）

産業部門では、分散電源を通信ネットワークにより結びつけることによる高効

率最適運転、ボイラー等の熱源機器の台数制御の高度化、ＩＴ技術の高度化によ

る工場設備の最適制御によってエネルギー消費量を削減し、温室効果ガスの排出

量を削減することができる。また、製品設計段階におけるライフサイクルシミュ

レーション(製造－使用－廃棄の全段階で最もCO2が極小になるような設計）に

よって、ライフサイクルにわたるCO2の排出を削減することができる。

パソコン、携帯電話等、情報通信技術の急速な普及は、人々のライフスタイル、

ビジネススタイルを変えているとともに、図 12に示すとおり、産業部門だけでな

く、温室効果ガスの排出に対して様々な経路を通じて影響を与えている。

地球温暖化対策推進大綱において温暖化対策として掲げられた、「テレビ会

議・テレワーク等の普及」、「ＩＴＳ技術の活用」、「物流の効率化」等の対策・

技術は、自動車交通量の低減、渋滞の緩和、過剰生産の抑制等を通じて、温室効

果ガス排出量の削減に寄与すると考えられる。

一方、注文生産やＥ－コマースと言われる通信販売の進展は、多頻度小口輸配

送を現状以上に増加させ、これが、逆に交通流の増加や渋滞の悪化を招き、温室

効果ガス排出量の増大に寄与するのではないか、また、ＩＴＳ等による利便性の

向上は、長期的には逆に自動車利用を促進するのではないかとも憂慮されている。

したがって、温室効果ガス排出量の増加をもたらす経路については、できるだ

けその影響を最小限に止める対策をとる必要がある。例えば、多頻度小口輸配送

の増加に対しては、それを抑制したり、物流の効率化等の推進によりその影響を

緩和することが重要であり、また、ＯＡ機器の利用増加に対しては、省エネルギ

ー性能の向上によってＯＡ機器利用増の効果を相殺していくことが重要である。

○情報通信技術需要の創出による産業のサービス化促進(間接効果)

温暖化対策とは直接関係していないが、情報通信技術の普及は、ハードとソフ

トの両面を通じて、情報・通信機器関連業種、情報・通信サービス産業の発展を

もたらすものであり、エネルギー多消費型の業種に比してこのようなエネルギー

消費の比較的少ない高付加価値型の業種が伸びれば、産業部門と民生（業務）部

門をあわせた産業界全体における排出量を低下させることとなる。

政策的に産業構造のソフト化を推進することは、間接的な温暖化対策に資する

と考えられる。
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図10　情報通信技術活用の進展と温室効果ガス排出量の関係

運輸部門における影響

情報通信技術の活用

温暖化対策技術

注文生産
の進展

通信販売
の進展

テレビ会議、テレ
ワーク等の普及

リサイクル情報
の普及

【民生部門】
制御による省エネルギー
省エネナビ情報の活用
省エネナビ等

【産業部門】
電源や熱源機器、工場設備の運
転・制御
製品設計時のLCAシミュレーション

【運輸部門】

物流の
効率化

ITS技術の
活用

過剰生産の抑制

多品種小口輸配送の進展

渋滞緩和 悪化

交通量 増加低減

温室効果ガス排出量の削減 温室効果ガス排出量の増大

大容量通信の普及
情報通信技術の高度化・普及

通信料金等の低下

【産業構造変化】
情報・通信サービス業の発展
情報・通信機器関連業種の発展

GDP当たり排出量の低下 ＯＡ機器の増加

利用者
の増加

【温暖化防止の行政上の活用】
排出量モニタリング
削減技術情報の収集・分析提供・コンサルティング
コンセンサスの形成

（GDPが同じ場合の効果）
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○ 自家発電は進展しているが発電端の原単位は悪化

産業部門における自家発電に伴うＣＯ２排出は、自家発電を行った当該業種の

排出として計上される。

1999年度の自家発電量は産業部門の電力消費量の約25％を占めており、対90

年比で28％増加している。

　　図11　産業部門の電力消費量に占める自家発電量の推移
　　　　　(出典)総合エネルギー統計より作成

自家発電による単位発電量当たりのCO2 排出量は 98年度には  0.538

[kgCO2/kWh]となっており、90年度から5.1％増加している。

これは、CO2排出量が相対的に多いエネルギーである石炭の全燃料種に占める

割合が増加し、CO2排出量が少ないエネルギーが減少していることによる。石炭

（一般炭、無煙炭）の構成比は、90年度には 14.4％であったが98年度には 20.5％

と6.1ポイント増加している。

　図12　自家発電の発電端CO2排出原単位の推移
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(注) BFG：高炉ガス,LDG：転炉ガス,COG：コークス炉ガス

図13　自家発電（発電所の自家消費分を含む）の燃料種別エネルギー消費量

　　　構成比の推移

○ 着実に普及が進むコージェネレーション

1998年度の産業用コージェネレーションの導入状況(発電容量ベース)は

3,989[千kW]であり、90年度の約2.3倍の規模になっている。

また、1998年度の導入件数も2,049台と90年度の約2.5倍になっている。

図14　産業用コージェネレーションの普及状況
（出典）日本コージェネレーションセンター「コージェネレーションシステム導入実績表」（2000年版）

　　　　より作成
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４．２０１０年の排出量予測

(１) 排出量予測と大綱との比較

地球温暖化対策推進大綱では、2010年度の産業部門のCO2排出量を90年度排

出量の93％に抑えるとされていたが、「温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査

検討会」の検討結果によれば、電力配分後のCO2排出量は、原発７基新設ケース

で90年比96％、原発13基新設ケースで94％になるとの推計結果を得ている。

産業部門は、経済状況の推移により大きな影響を受けると予想されるが、上記

の推計では、鉄鋼、窯業・土石、化学工業、紙・パルプについては、社会経済活

動に関するシナリオに基づいて算定しており、その他の業種についても、同シナ

リオによる産業部門全体総生産額及び、業種別国内総生産の構成比の推移により

業種別生産額を算定している。

いずれの場合も、1998年の実績値から、生産量又は生産額当たりのエネルギー

消費原単位を算定し、それに対して、省エネ設備の導入により原単位が改善され

る分を見込んで将来予測を行っている（一部対策は、原単位当たりの削減量で設

定出来ないため、省エネルギー量を差し引いている）。

図15　産業部門の2010年の排出量予測
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(２) 大綱の個々の技術との比較

大綱で設定した削減目標量に満たない結果となった主な理由は以下の通りで

ある。

・ 大綱で想定している自主行動計画のうち、具体的な対策を明記せず、目標値

だけ掲げている業種については、計画ケースでは削減量を算定していない。

・ 大綱では、中堅工場等の省エネルギー対策で120万t Cの削減量を見込んでい

たが、現時点では確実性がないため計画ケースでは想定しなかった。

・ 大綱で想定している「さらなる追加的な措置」「高性能ボイラー等の技術開

発」のうち、確実性のある対策以外は計画ケースでは算定していない。

したがって、これらを補うためには、製造業における生産工程の効率化、資源

の有効利用等をさらに推進するとともに、農業などの非製造業においてもエネル

ギー利用の効率化を進める必要がある。

表５　大綱の個々の技術との比較

※ 網掛け部分は、CO2削減量の表記が見つからなかった項目について、省エネ量を用いて按分した値。

※ 主要４業種とは、鉄鋼業、セメント産業、紙・パルプ産業、石油化学産業をいう。

大綱 本検討会 削減量
省エネ量 CO2削減量 固定－計画
万kl 万tC 万tC

産業部門 2,100 1,650 産業部門 791

1. 省エネ法に基づく措置の強化による省エネ対策の実施 1,810 1,430 生産工程の効率化
(1) 自主行動計画に基づく対策 1,540 1,130 主要４業種（工程固有技術）  417
(2) 更なる追加的な措置（高性能工業炉，燃料転換等） 270 300 業種横断技術（コージェネ等） 374

・設備効率化、プロセス改善等 150 167 資源の有効利用
・燃料転換　（廃プラ，古紙等の廃棄物を高炉、RPF利用） 120 133 その他省エネ対策 0

2. 中堅工場等の省エネルギー対策 150 120 電炉シェアの拡大 0
・年率0.5%以上のエネルギー消費原単位改善 その他 0

その他 0
小型分散型エネルギーシステム 0
燃料転換 0

3. 高性能ボイラー等の技術開発 140 100
・高性能ボイラー　（省エネ率17%） 99 71
・高性能レーザー （省エネ率85%） 11 8
・不明 30 21

非製造業 0
農業における自然エネルギーの利用 0
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５．温室効果ガス削減ポテンシャル

「温室効果ガス削減技術シナリオ策定調査検討会」で得られた産業部門全体の

削減ポテンシャル（非エネルギー起源のCO2対策を除く）は、11,711～40,722[千

t CO2換算]であり、わが国の基準年排出量1の1.0～3.4％に相当する。

コージェネレーションシステムの導入やコンバインド発電、その他省エネ対策

の生産工程の省エネルギー対策による削減ポテンシャルは、4,263～22,536[千t

CO2換算]であり、基準年排出量の0.4～1.9％に相当する。

電炉シェアの向上（資源の有効利用）による削減ポテンシャルは、2,260～

4,530[千t CO2換算]であり、基準年排出量の0.2～0.4％に相当する。

小型分散エネルギーシステムや燃料転換などのその他対策による削減ポテン

シャルは、5,092～13,409[千t CO2換算]であり、基準年排出量の0.4～1.1％に相

当する。

新エネルギーの導入などの非製造業における削減ポテンシャルは、96～246[千

t CO2換算]であり、基準年排出量の0.01～0.02％に相当する。

表６　産業部門における温室効果ガス削減ポテンシャル

※ 資源の有効利用のうち、廃プラの有効利用、高炉セメント等利用拡大、エコセメント利用

拡大の非エネルギー起源のCO2対策は除いている。

                            
1 基準年排出量は 1,210,435[千ｔCO2 換算]として計算

温室効果ガス削減ポテンシャル
検討対象とした対策 温室効果ガス排出削減量 電力消費削減量 温室効果ガス排出削減量

直接排出分[千トンCO2] [10^6kWh] 総合計 [千トンCO2]
低位 高位 低位 高位 低位 高位

生産工程の省エネ
業種横断技術（ｺｰｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝ） -7,030 19,143 -904 8,667
業種横断技術（コンバインド） 1,300 1,300 1,300
その他省エネ対策 2,410 5,250 4,553 8,926 3,867 12,569

資源の有効利用
電炉シェアの向上 2,260 4,530 2,260 4,530

その他
小型分散エネルギーシステム　 -1,110 -2,220 3,225 6,450 -78 3,069
燃料転換 5,170 10,340 5,170 10,340

非製造業
農業 300 96 246
建設業

合計 3,000 12,170 27,221 34,819 11,711 40,722
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６．コスト－ポテンシャル評価

産業部門で想定している対策技術のなかには、個々の設備規模が異なったり、

複数の対策技術の組み合わせによるものが多く、費用対効果を算定するのが困難

なものがある。

削減ポテンシャルが比較的大きいコージェネレーション、コンバインド発電な

どの省エネルギー技術は、ある程度の初期投資が必要であるが、設備の導入がエ

ネルギー費用削減につながるため、最終的には費用対効果はマイナスになる。

表７　産業部門のコスト－ポテンシャル評価

算定区分 対策・技術名
削減ポテンシャル

(千t-CO2)
費用対効果

 [円/t-C]
コージェネレーショ

ンシステム（CGS） -904～8,667 △32,736～298,566

コンバインド発電 1,300 △19,494
ボイラーの燃焼管理 想定せず △21,196

業種横断対策

高性能工業炉 想定せず △32,813

生産工程の

効率化

その他（中小事業所における省エネルギ

ー対策推進）
3,867～12,569 －

電炉シェアの向上 2,260～4,530 －資源の有効

利用 地域熱供給施設（工場排熱の利用） 想定せず －
小型分散エネ

ルギーシステ

ム

マイクロガスタービンによるＣＧＳ -78～3,069 △39,126～275,504

燃料転換 燃料転換(天然ガスへの転換) 10,340 －

農業 休耕地への仮設式太陽光発電の導入 96～246 510,919～944,428
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７．対策・技術導入にあたっての課題と必要な対策手法

コスト・ポテンシャル評価では、耐用年数をもとに費用を算定し、既存設備に

対する追加コストを算定しているため、費用対効果がマイナスとなるケースが多

いが、実際には、グローバル化やコスト競争の激化等で、初期投資が大きく投資

回収年数が長い省エネ設備の導入は困難な状況にあり、設備投資を促すための助

成措置等の対策が必要である。

エネルギー費用の削減にもつながる省エネルギー技術については、積極的に普

及啓発するとともに、必要に応じて、規制緩和や助成措置、優遇税制について検

討する必要がある。

表８　産業部門の対策技術導入にあたっての課題と必要な対策手法

算定区分 対策・技術名
制度的・社会的

課題
必要な対策手法 副次的効果

コージェネ

レーション

システム

規制緩和。
助成措置、優遇税

制。

非常用電力。

余剰電力の売電。

コンバイン

ド発電

ガ ス タ ー ビ ン 整

備・運用の簡素化。

設置制限の緩和。

普及啓発。

助成措置、優遇税

制。

余剰電力の売電。

ボイラーの

燃焼管理
特になし

普及啓発。

ESCO事業の推進
経費節減

業種横

断対策

高性能工業

炉
特になし

普及啓発。

助成措置。

炉の簡素化。

炉内温度均一化

生産工程

の効率化

その他（中小事業所にお

ける省エネルギー対策

推進）

省エネ意識の向上

削減目標の設定等

による規制的措置

の強化。

ESCO事業の推進

環境ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ普及。

助成措置。

経費節減。

電炉シェアの向上 － － －

資源の有

効利用 地域熱供給施設

（工場排熱の利用）

熱供給事業法の規

制緩和。

熱供給配管整備ｺｽ

ﾄ、熱源と需要地の

距離、熱源と需要地

の時間的ﾐｽﾏｯﾁ等。

公共事業による熱

供給配管の整備

需要地の各建物の設

置スペースの節約。

需要地の建物屋上の

冷却塔が不要になり

都市景観向上。

大気汚染防止。

小型分散ｴ

ﾈﾙｷﾞｰ

マイクロガスタービン

によるＣＧＳ

系統連携技術要件

ガイドライン策定。

助成措置、優遇税

制。

防災時の非常用電

源。

燃料転換
燃料転換

(天然ガスへの転換)
エネルギー政策と

の整合性

天然ガスパイプラ

インの整備促進

大気汚染の低減。

エネルギーセキュリ

ティの向上

農業
休耕地への仮設式太陽

光発電の導入

(農作業上の制約)
農業法規面の制約。

助成措置。 特になし
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８．推計上の課題・留意点

(１) 排出量の将来推計及び削減ポテンシャル推計の課題・留意点

① 排出量の将来推計の課題・留意点

○ 主要４業種の工程別省エネルギー対策については、古いデータを用いているた

め、データを更新していく必要がある。

○ 工程別省エネルギー対策については、効果を単純に積み上げているが、対策の

排他関係や、複合効果について、今後詳細に検討を行う必要がある。

○ 主要４業種以外の工程別省エネルギー対策についての情報を収集し、省エネ効

果を積算していく必要がある。

② 削減ポテンシャル推計上の課題・留意点

○産業構造・社会構造の転換による効果の評価

生産部門、社会ストックにおいて物質循環フローが変化した場合の産業構造の

変化要因を図17に示す。産業構造の変化としては、国際分業などによる素材生産

量の変動や、リサイクルの進展などによる素材生産量への影響などが考えられる。

これらの産業構造の変化による温室効果ガス排出量の増減の影響は、個別対策

の積み上げによる削減効果より大きな効果がある可能性もある。ただし、産業構

造の変化は、国際的な動向や、国内の物質循環フローの変化などに大きく関わる

問題であり、温暖化対策の面のみから検討することができない面もある。

　

　　図16　産業構造変化要因

国際分業などによる生産構成の変化
建築物の長寿命化等による素材利用

産業部門 量の変化、リサイクル量の変化

輸入 社会ストック 最終処分
素材 加工 廃 棄

（消 費）

生産の海外シフトによる生産部門の変化
リサイクル品の増加による素材生産への影響

・

循環社会への移行によるリサイクル量の増大

消費部門のニーズ、環境負荷低減のための物質構成の変化

(鉄製品からプラスチック製品への流れ)
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○細かな省エネ対策、生産設備の効率向上のCO2排出削減効果の詳細な検討

産業部門においては、各業種の固有の省エネ技術や、省エネ活動なども含めた

環境マネジメント、生産効率の向上が同時に省エネルギー効果をもたらすものな

ど、温室効果ガス削減に係る細かい対策が多いが、具体的な削減効果の定量化が

困難な場合が多い。

 本試算においては、中小事業場を中心とした削減ポテンシャルを、省エネル

ギー診断などの事例から概算したが、詳細な削減ポテンシャルや施策効果の検討

のために、より定量的な手法の開発を行っていく必要がある。

○農林水産業、建設業における対策の検討と削減効果の定量化

　農林水産業、建設業におけるエネルギー消費構造の実態を明らかにし、省エネ対

策の導入可能性を検討、評価していく必要がある。

(２) コスト評価の課題・留意点

○ 産業部門においては、主要４業種を含め、生産品の多様さから、個々の工程で

用いられる技術も多様であり、各工程に固有の省エネルギー技術が数多く存在

する。技術によっては、生産性向上や品質向上のための技術が、結果的に省エ

ネになる場合もある。これらの技術について、従来型の設備とのコスト比較を

行うことが、データ不足などのため、今回は困難であった。今後、これらの評

価を行っていく方法を検討する必要がある。

○ 天然ガスへの燃料転換を目的とした天然ガスパイプライン網の敷設費用及び

温室効果ガス削減の費用対効果は、エネルギー転換部門において、エネルギー

供給全体の視点から評価されるべきものであり、産業部門単独での評価は行わ

なかった。

○ 地域熱供給は、独立した事業としての形態が多く、コスト評価は、事業の経営

に直結するもので、既存の事業のコストデータが得られにくいのが現状である。

また、採算性も個々の事業の条件（熱源システム、熱需要家など）に大きく左

右されると考えられ、これらの評価のためには、具体的な条件を設定した事業

シミュレーションが必要である。
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○ 中小企業における省エネ対策は、個々の事業所の事業形態、省エネ対策の進展

具合により選択される技術が様々であり、一律にコスト評価を行うことが困難

である。

○ 今回、費用対効果の算定を行っているコージェネレーションシステム等におい

ても、計画ケースやポテンシャルケースとは区別し、設備単体での効果となっ

ている。今後は、計画ケース等の条件に合わせて、対策の総額による評価を行

い、対策の導入効果と費用対効果、導入の促進施策を、統一的に評価する必要

がある。
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９．まとめ

(１) 温室効果ガス排出量の現状と現行施策の評価

○ 1998年度の産業部門におけるCO2排出量(電力配分後)は、我が国におけるCO2

総排出量の約40%を占めており、鉄鋼、化学工業、窯業・土石、紙・パルプの

主要４業種の排出量は、産業部門全体の排出量の約６割を占める。1998年度の

産業部門のCO2排出量は、90年のCO2排出量に比べて3.2％の減少となった。

○ 産業部門の排出量が減少したのは、鉄鋼などの基礎素材型産業から金属機械な

どの高付加価値型産業にシフトしたこと、ＩＴ関連産業などに代表される産業

のサービス化(民生(業務)部門へのシフト)が進展したことによる。

○ 90年代以降、生産量低下に伴う設備稼働率の悪化や多品種少量生産の進展など

によって、CO2排出原単位が増大している業種が多い。

○ 近年の円高の進行などの社会経済状況の変化に伴い、製造業における生産活動

は、為替変動リスクの回避、人件費節減等の観点から、海外への移転が進んで

おり、海外移転の進展に伴い産業部門の温室効果ガスが減少する可能性もある。

(２) 今後の削減ポテンシャルと主要課題

○ 近年の景気後退下において、省エネルギー投資が停滞している業種もあること

から、エネルギー費用の軽減にもつながる省エネルギー設備・技術の普及啓発

を拡充するとともに、必要に応じて、規制緩和や助成措置、優遇税制について

検討する必要がある。

○ 廃棄物の発生抑制、再使用、再生利用など、資源の有効な利用は、温室効果ガ

ス、とりわけ二酸化炭素の排出量の削減に大きな寄与が期待される。今後は、

物質循環による新規製造必要量を減少させ、廃棄物からエネルギーを取り出す

ことによって従来の化石燃料消費量を減少させる方向に政策的に誘導してい

く必要がある。
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○ 産業部門では、電源や熱源機器、工場設備の制御、製品の受発注などに情報通

信技術を活用することによってエネルギー消費量を削減することができるが、

多頻度小口輸配送の増加などによる排出量の増加を招く可能性もある。今後は、

情報通信技術の進展による温室効果ガスの増加を抑制するために、物流の効率

化やＯＡ機器の省エネルギー化を推進していく必要がある。

○ 産業部門では、エネルギー多消費型の素材産業から、ＩＴ関連等の高付加価値

型産業や情報サービス産業等のエネルギー消費の少ない産業への転換により、

産業部門全体の二酸化炭素排出原単位を低減できる。また、積極的にエコマテ

リアルなどへと素材を転換し、業種間で排熱、副生ガス等を融通し合うことに

よっても、二酸化炭素の排出量を抑制することができる。今後は、大量生産、

大量消費、大量廃棄を前提とした産業構造から、我が国の経済成長を維持しつ

つ、高付加価値化やサービス化とともに、循環型社会に合った産業の育成によ

り、温室効果ガス排出の少ない産業構造へと政策的な誘導を図ることが重要で

ある。
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図17　産業部門における対策と効果の関係
（増加要因）

生 産 量 リユース等による生産量の低下 ※他部門要因：紙の消費量低減、 想定以上の
鉄利用量の低減等 生産量の増大

の 減 少

生産拠点の集約

生

造設備容量産 設備・機器の効率向上 製
による生産工程の効率向上 の過大

エネルギー消温 効
費原単位の悪設備運用の適正化
化室 率 生産工程

効 生産工程の代替（新プロセ 新プロセスへの代替

（

における ス）
果 原

ガ 単 改善 自家発電の高効率化

ス 位
エネルギー供給効率の向上 燃料転換（天然ガス化））

排

出 の 業界間でのエネルギー融通

量 改

リサイクル工程の 善 リサイクルし易い製品設計
の増加によるエリサイクル工程の効率向上
ネルギー消費原削
単位の増加リサイクル 素材リサイクル工程の高効率化

減

に関する 素材リサイクル率の向上
廃棄物 資源のリサイクル利用
利用に
よる 改善 副産物・廃棄物の有効利用
資源の
代替

バイオマス素材の利用
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　　　　　　表９　削減技術コード表

イ、火力発電所の効率向上
ロ、火力発電の燃料転換
ハ、非炭素電源の利用(新エネ等を除く)
ニ、新エネルギー等の利用
ホ、送配電ロスの削減
へ、その他
イ、低炭素原料への転換
ロ、転換効率の向上

ｃ　石油精製 イ、精製効率の向上
ｄ　熱供給 イ、未利用熱エネルギーの利用
ｅ　一次生産　 イ、炭田ガス対策
ｆ　電力需要 イ、電力負荷平準化

イ、鉄鋼業における対策
ロ、セメント製造業における対策
ハ、紙・ﾊﾟﾙﾌﾟ業における対策
ニ、石油化学工業における対策

ｂ　エネルギー供給
イ、自家発電施設の高効率化、自然ｴﾈﾙｷﾞｰ導入、小
型分散電源、燃料転換

イ、熱管理

ロ、電力管理
イ、新素材の利用
ロ、資源の有効利用
ハ、生産システムのグリーン化
ニ、業界間でのエネルギー融通
イ、自動車：燃費の向上
ロ、自動車：低公害車の導入
ハ、鉄道：省エネルギー型車両の導入
ニ、船舶：エネルギー効率向上
ホ、航空機：エネルギー効率向上
イ、モーダルシフトの推進
ロ、トラックの積載率の向上
ハ、物流の情報化

イ、自転車の利用促進、電車、バスの利用促進
ロ、都市内公共交通機関の整備
イ、ＩＴＳ(高度道路交通ｼｽﾃﾑ)の推進
ロ、交通需要マネジメント(ＴＤＭ)
ハ、エコドライブの推進
イ、自動車利用習慣
ロ、交通需要の低減・平準化
ハ、自動車の選択
イ、冷暖房
ロ、暖房・給湯
ハ、給湯・厨房
ニ、その他電力
ホ、照明
へ、建物内エネルギー供給システム
イ、空調用
ロ、その他動力
ハ、照明
ニ、建物内エネルギー供給システム
イ、HFC生産時の排出、HCFC22副製品の排出
ロ、冷媒(一部発泡用)：家庭用電気冷蔵庫、家庭用
エアコン、業務用冷凍空調機器、自動車用エアコン
ハ、発泡：押出ポリスチレン、ウレタンフォーム、
ポリエチレンフォーム、フェノールフォーム
ニ、エアゾール、噴霧器、消化器
ホ、溶剤・洗浄
イ、各ＰＦＣの生産時の排出
ロ、溶剤・洗浄
ハ、ドライエッチング、ＣＶＤクリーニング
イ、ＳＦ６の生産時の排出
ロ、電気機械器具（ガス絶縁装置)
ハ、ドライエッチング、ＣＤＶクリーニング

ａ　農業 イ、家畜の消化管内発酵
ロ、家畜のふん尿処理
ハ、稲作
ニ、施肥
ハ、焼却

ｂ　廃棄物 イ、埋立
ロ、下水処理
ハ、焼却

ｃ　土地利用、土地利用変化及び林業イ、木質バイオマスのエネルギー利用

ロ、他材料（建築資材等）の木材による代替
ハ、都市緑化・屋上緑化
ニ、木材の耐久的利用
　（木造住宅の長寿命化、木製品のリサイクル等）

ｃ　ＳＦ６

ｅ　ライフスタイルの変更

ｂ　業務用

ａ　ＨＦＣs

ｂ　ＰＦＣs

ｃ　公共交通機関の利用

ｄ　交通対策の推進

ａ　家庭用

①
エ
ネ
ル
ギ
ー
転
換
部
門

②
産
業
部
門

③
輸
送
部
門

④
民
生
部
門

⑥
生
物
資
源
等
部
門

ｃ　生産工程における省エネルギー

ｅ　資源循環

ａ　電力供給

ｂ　都市ガス製造・供給

ａ　エネルギー多消費業種における
省エネルギーの推進

ａ　個別輸送機器のエネルギー消費
効率の向上

⑤
Ｈ
Ｆ
Ｃ
等
３
ガ
ス
部
門

ｂ　物流の効率化
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10.技術シート

対策・技術名 頁

コージェネレーションシステム 26
コンバインド発電 27
マイクロガスタービンによるコージェネレーションシステム 28
休閑地への仮設式太陽光発電導入 29
地域熱供給施設（工場の排熱利用） 30
燃料転換（天然ガスへの転換） 31
ボイラーの燃焼管理 32
高性能工業炉 33
中小事業所における省エネ対策推進 34
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対策技術名 　コージェネレーションシステム

コード番号 ②－ｂ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

  コージェネレーションシステム（ＣＧＳ）とは、１つのエネルギー源から熱と電

気など２つ以上の有効なエネルギーを取り出して利用するシステムのことで、エン

ジンの動力で、発電を行い、その排熱（未使用熱）をプロセス蒸気や空調などの熱

源として利用するシステムである。原動機としては、ガスタービン、ガスエンジン、

ディーゼルエンジン、燃料電池がある。

技術の

普及状況
3,758MW(1998 年)

克服すべき

技術的課題
（特になし）

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース -904～8,667

現状の年間ボイラー更新量が全てＣＧＳになっ

た場合のＣＧＳ潜在量とＣＧＳ年間導入実績量

より、ＣＧＳ導入率（ＣＧＳ潜在量に対するＣ

ＧＳ導入量）を求め、その値が今後も継続され

るとした。

資料 3-
3-2
p20-21

ポテンシャル -904～8,667
計画ケースの２倍の導入量を想定。 資料 3-

4-2, p19
項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 － 1)0.33gCO2/kWh
2)0.61gCO2/kWh

年間 GHG 排出量 4,068ｔCO2 1) 3,930tCO2
2) 5,330tCO2

1) -138tCO2
2) 1,262tCO2

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
7,917Gcal 10,041Gcal 　　2,124Gcal

1,000kW ガスタービ

ンＣＧＳ導入 .
年間全負荷時間

5,000 時間を想定

排出係数は1998年の

送電端の値. 1)は、一

般水力、原子力、火力

の平均値． 2)は火力

の平均値．

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) 19,000 万円 1,116 万円

維持管理費(b) 750 万円 0 万円

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) 6,450 万円 10,115 万円
  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) １０年 １０年

従来技術は、ボイラーと事業用電力を想

定。ＣＧＳ導入単価を 1９万円／ｋＷ、

従来ボイラーを 300 万円／ｔと想定。

ガス料金 3.6 円／Mcal、電力料金 13 円

／kWh、メンテナンスコト 1.5 円／kWh
と設定。

年間費用(a/d+b+c) 9,100 万円 10,226 万円 追加費用(A-B)(D) －1,126 万円

費用対効果(D÷C)
1)  81,427 円/t-CO2
2) －8,928 円/t-CO2

1) 298,566 円/t-C
2)　–32,736 円/t-C

制度的課題

・ＣＧＳに対しては、規制緩和が行われている。しかしながら、これら諸手続きに

関しては、一層の簡略化が望まれる。

・ＣＧＳのＣＯ2 削減の評価方法（電力削減によるＣＯ2 排出係数を火力発電の原

単位を用いるか、全電源の原単位を用いるか）

社会的課題 （特になし）

必要な対策手法
・税制面、金利面等での一層の支援措置による導入意欲の向上

副次的効果
・災害時の非常用電力としての役割。

・余剰電力の売電
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対策技術名 　コンバインド発電

コード番号 ②－ｂ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

コンバインド発電は、ガスタービンによる発電と、その排ガスの熱エネルギーを蒸

気タービン発電と複合して利用するシステムである。化石燃料のエネルギーを高温

域から低温域まで無駄なく利用することにより、単一サイクルでは到達し得ない高

い熱効率を得るものである。

技術の

普及状況

普及率ほぼ０％

（現状では川崎製鉄等

ごく一部の導入例）

克服すべき

技術的課題

（特になし）

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース 1,300

エネルギー削減量は、現在の汽力発電量をベー

スに将来の汽力発電増加動向及び、コンバイン

ド発電への代替率を考えることにより推計を行

った。導入率の設定は、2010 年で 10％と想定し

た。

資料 3-
3-2
p22-23

ポテンシャル 1,300
計画ケースの２倍の導入量を想定。 資料 3-

4-2,P19
項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 　－ 　－

年間 GHG 排出量 31,840tCO2 47,247tCO2
15,406tCO2

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
140,217Gcal 208,065Gcal 67,847Gcal

15,000kW のコンバ

インド発電を想定。

年間全負荷時間

5,000 時間

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) 187,500 万円 150,000 万円

維持管理費(b) 4,500 万円 4,500 万円

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) 50,478 万円 62,419 万円

  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) １０年 １０年

コンバインド導入単価を 12.5 万円／ｋ

Ｗ、従来復水発電を 10 万円／kW と想

定。ガス料金 3.6 円／Mcal、電力料金 13
円／kWh、メンテナンスコスト 0.6 円／

kWh と設定。

年間費用(a/d+b+c) 73,728 万円 81,919 万円 追加費用(A-B)(D) －8,191 万円

費用対効果(D÷C) －5,317 円/t-CO2 －19,494 円/t-C

制度的課題

・ガスタービン整備・運用の簡素化

事業用を除く小型ガスタービン以上の定期検査および工事計画の緩和（型式認定、

点検インターバルなど）

・設置制限の緩和：　工場立地（特定工場）、環境アセスメント作業の軽減など

社会的課題
（特になし）

必要な対策手法
・普及啓発

・助成措置、優遇税制

副次的効果
・余剰電力の売電
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対策技術名 マイクロガスタービンによるコージェネレーションシステム

コード番号 ②－ｂ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

欧米を中心に 100kW 以下のマイクロガスタービンが 1998 年ごろから、市場に投入

された。このマイクロガスタービンを用いたコージェネレーションは、従来同クラ

スの往復式エンジンによるものと比べ、大幅にコストが低減できるとともに、省エ

ネ性も優れ、小規模分散電源の市場を飛躍的に向上させるポテンシャルを有してい

る。産業部門においても、従来、自家発電の導入が難しかった中小事業者へ、小型

分散エネルギーシステムの導入が可能になると考えられる（ここでは、300kW 以下

のコージェネレーションを想定）。

技術の

普及状況

　普及率０％

(2000 年より商品化さ

れ販売されている)

克服すべき

技術的課題

多数のマイクロガスタービンＣＧＳが、

既存の高圧・低圧配電系統に系統連系さ

れた場合、配電系統の電力品質を維持す

る技術が必要である。

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース ０ （計画ケースでは想定せず）

ポテンシャル -78～3,069

契約電力が、50～300kW の小規模事業所で、蒸

気ボイラーを保有している事業所全数にマイク

ロガスタービン・コージェネレーション（ＭＧ

Ｔ－ＣＧＳ）が導入された場合の潜在ポテンシ

ャル量を算定した。実際の導入は、既存のボイ

ラー等が順次代替されたときに導入されるの

で、ボイラーの耐用年数を 30 年と考えると、今

後 10 年でおよそ１／３が代替されるとした。

資料 3-
4-2
p10-17

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 －
1)0.33gCO2/kWh
2)0.61gCO2/kWh

年間 GHG 排出量 195tCO2
1) 185tCO2
2) 269tCO2

1) －10tCO2
2)   74tCO2

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
860Gcal 1,150Gcal 　　290Gcal

100kW の MGT-CGS
を想定．.年間全負荷

時間 3000時間．

排出係数は1998年の

送電端の値. 1)は、一

般水力、原子力、火力

の平均値． 2)は火力

の平均値．

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) 1000 万円 70 万円

維持管理費(b) 45 万円

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) 310 万円 526 万円

  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) １０年 １０年

従来技術は、ボイラー＋事業用電力を想

定。ＣＧＳ導入単価を 10 万円／ｋＷと

想定。ガス料金 3.6 円／Mcal、電力料金

13 円／kWh、メンテナンスコスト 1.5 円

／kWh と設定。

年間費用(a/d+b+c) ４５５万円 ５３３万円 追加費用(A-B)(D) －７８万円

費用対効果(D÷C)
1)   75,137 円/t-CO2
2) －10,671 円/t-CO2

1) 275,504 円/t-C
2) –39,126 円/t-C

制度的課題
・系統連系技術要件ガイドラインの策定（現在ＮＥＤＯで検討中）

・系統連系費用の低減が必要　　　　　　・保守管理の簡略化

社会的課題
・エネルギーセキュリティなどのエネルギー政策の視点から、最適な分散エネルギ

ーシステムのあり方の検討

必要な対策手法 ・助成措置、優遇税制

副次的効果 ・防災時の非常用電源としての利用
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対策技術名 　休閑地への仮設式太陽光発電導入

コード番号 ②－ｂ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

農地や林野においては、風力等の自然エネルギーが多く賦存しており、これらを有

効に利用していくことが農業部門における省エネ対策として考えられる。農業従事

者が、水田の休閑地を利用して、仮設の太陽光発電を設置することにより、電力発

電が可能となる。

技術の

普及状況
普及率０％

克服すべき

技術的課題

・発電効率の向上

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース ０
（計画ケースにおいては想定せず）

ポテンシャル 96～246

３万ｋＷ／年の太陽光発電を休閑地に設置する

と考え、今後 10 年間で３０万ｋＷの導入がなさ

れる仮定。

資料 3-
4-2
P21

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数
1)0.33gCO2/kWh
2)0.61gCO2/kWh －

年間 GHG 排出量
1)330kgCO2
2)610kgCO2 －

1)330kgCO2
2)610kgCO2

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
1000kWh／年 － 1000kWh／年

太陽光発電１ｋＷ当

たりの算定．

1000kWh／kW．

排出係数は1998年の

送電端の値. 1)は、一

般水力、原子力、火力

の平均値． 2)は火力

の平均値．

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) 100 万円 －

維持管理費(b) ０円 －

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) -1.5 万円 －
  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) １０年 －

太陽電池パネルの設備コストを 100万円

／kW、発電した電力は、売電すると仮

定、電力の売電料金を 15 円／kWh と設

定。

年間費用(a/d+b+c) 8.5 万円 － 追加費用(A-B)(D) 8.5 万円

費用対効果(D÷C)
1) 257,576 円/t-CO2
2) 139,344 円/t-CO2

1) 944,428 円/t-C
2) 510,919 円/t-C

制度的課題
・農業の作業上からの制約、農業関係の法律・規定からの制約等を検討する必要が

ある

社会的課題
（特になし）

必要な対策手法
・経済的助成制度

副次的効果
（特になし）
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対策技術名 　地域熱供給施設（工場の排熱利用）

コード番号 ②－ｂ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

　産業部門における排熱は、高温排熱から順次利用され、最終的には採算性の面で

利用が難しい低温の排熱として排出されている。しかし、工場単位では採算性の尺

度が異なり、かなりの高温の熱を発生しているところもあり、排熱の賦存量は極め

て大きなものとなっている。一方、民生部門でのエネルギー需要は、冷暖房、給湯

などが主であり、必要とされる温度レベルは低く、産業部門では利用できないよう

な温度レベルであっても、十分利用できる可能性がある。

技術の

普及状況

工場排熱を利用した地

域熱供給は２カ所(日立

駅前、いわき市小名浜)

克服すべき

技術的課題

技術的な課題はない

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース ～
（計画ケースでは想定せず）

ポテンシャル ～
（想定せず）

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 － －

年間 GHG 排出量 11,100t／年 22,100ｔ／年
11,000ｔ／年

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
285,000GJ／年 485,000GJ／年 200,000GJ／年

未利用エネルギー活

用の熱供給の事例.
「シーサイドももち

地区」(福岡)

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) － －

維持管理費(b) － －

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) － －

  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) － －

個々の状況等により、配管距離などが異

なるため、また現状での工場排熱利用の

事例が少ないため、コスト評価は困難。

年間費用(a/d+b+c) － － 追加費用(A-B)(D) －

費用対効果(D÷C) －　　　　円/t-CO2 －　　　　　円/t-C

制度的課題

熱供給事業法に規定される熱供給事業の遂行に関係する主な法規として、都市計画

法、建築基準法、道路法、工場立地法、大気汚染防止法、騒音規制法、振動規制法、

高圧ガス保安法等が関係してくる。安全性等を確保しつつ、これらの規制緩和を行

い、事業への進出が行いやすくする必要が求められる。

社会的課題

熱供給システムの構築にあたっての問題点として、①熱供給配管の整備等初期コス

トの高さ、②熱源から需要地までの距離の長さ、③熱源の不安定性、熱源と熱需要

の時間的ミスマッチ等の問題が挙げられる。これらの課題を克服するためには、技

術開発の成果によるコストダウンや地方公共団体の支援を含めた推進体制の整備が

必要となる。

必要な対策手法
・公共事業としての熱供給配管の整備

副次的効果

・各建物の空調設備設置スペースの節約

・各建物の屋上等に冷却塔などを設置しないですむために、都市景観向上にもなる

・大気汚染防止
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対策技術名  燃料転換（天然ガスへの転換）

コード番号 ②－ｂ－イ 分類 インフラ整備 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

今後、天然ガスパイプライン等の敷設により、天然ガス供給網が拡大し、従来天然

ガスが利用できなかった地域の工場・事業所においても、石油・石炭系から天然ガ

スへ燃料転換が可能になると考えられる。

技術の

普及状況
－

克服すべき

技術的課題

天然ガスパイプラインの敷設

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース ０
（計画ケースでは想定せず）

ポテンシャル 10,340

計画ケースにおいて新規に導入されるコージェ

ネレーションシステム、コンバインド発電、高

性能工業炉の燃料が石油系から都市ガスに転換

されるとした場合のＣＯ2 排出係数の差により、

効果を算定した。

資料 3-
4-2
p18

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 － －

年間 GHG 排出量 － －
－

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
－ － －

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) － －

維持管理費(b) － －

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) － －
  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) － －

天然ガス供給網の投資額が不明。天然ガ

ス供給網が社会インフラとして整備さ

れ、事業所が負担するのは、敷地内の配

管コスト等である。

年間費用(a/d+b+c) －　　　 －　　　 追加費用(A-B)(D) －

費用対効果(D÷C) －　　　　　円/t-CO2 －　　　　　　円/t-C

制度的課題
・重油等よりコストが高い天然ガスにおいても経済性が見込めるような、経済的な

インセンティブを検討する必要がある。

社会的課題
・天然ガス供給網の拡大については、今後のエネルギー政策の中で総合的に検討し

ていく必要がある。

必要な対策手法
・天然ガスパイプラインの整備

副次的効果
・大気汚染の低減

・天然ガス供給網整備による国のエネルギーセキュリティ向上。
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対策技術名 　ボイラーの燃焼管理

コード番号 ②－ｃ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

ボイラーに酸素（Ｏ２）制御技術を適用することにより、ボイラーの負荷に応じた

適正な空気比制御が可能となるため、排ガス熱損失が低減が可能となり、また燃料

の組成変化や燃焼空気温度が変化しても排ガスＯ２濃度を制御するため安定した燃

焼が実現できる。

技術の

普及状況

空気比制御の導入率は

特定困難であるが、

年々制御技術が向上し

ている

克服すべき

技術的課題

・固形燃料でも燃焼制御が可能となる技

術開発

・小型ボイラー用の低コストの O2 制御

装置の開発

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース 761

ＣＯ２削減可能性として、既存ボイラーが代替さ

れたときに、空気比が従来ボイラーより平均 0.1
低減された場合の効果を算定した。

資料 3-
3-2
P26-27

ポテンシャル －
（想定せず）

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 　　　－ 　　－

年間 GHG 排出量 　11,321ｔCO2 　11,430tCO2

109 万ｔCO2

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
35,649Gcal  35,993Gcal  344Gcal／年

10t/h ボイラーにお

いて、空気比を 1.3
→1.2 に低減、年間

全負荷時間 5,000 時

間と仮定

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) 400 万円 －

維持管理費(b) 0 円 0 円

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) 10,695 万円 10,798 万円

  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) 10 年 －

O2制御装置の価格を 400 万円／台設定。

燃料費（Ａ重油）3.0 円／Mcal。

年間費用(a/d+b+c) 10,735 万円 10,798 万円 追加費用(A-B)(D) 63 万円

費用対効果(D÷C) －5,781 円/t-CO2 －21,196 円/t-C

制度的課題
（特になし）

社会的課題
（特になし）

必要な対策手法

・普及啓発

・ＥＳＣＯ事業等による推進

副次的効果

・経費削減
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対策技術名 　高性能工業炉

コード番号 ②－ｃ－イ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

「高性能工業炉開発プロジェクト」は、燃焼制御基盤技術、高性能工業炉の開発、

高性能ボイラーの開発の３プロジェクトから構成され、新エネルギー・産業技術総

合開発機構（ＮＥＤＯ）により平成５年度から進められてきた。このうち、高性能

工業炉の開発は、高温空気燃焼とよばれる新しい燃焼方式によるものであり、従来

炉に比べ、30％以上のＣＯ２削減と同時に、超低ＮＯＸ化、低騒音化が可能である。

現在は、これらの技術開発成果を取り入れたリジェネバーナが製品化されている。

技術の

普及状況
97 基(大阪ガス管内)

克服すべき

技術的課題

実用面での技術的課題はなし。更なる高

性能化の技術開発。

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース 6,830

　高性能工業炉が 2000 年以降、既存工業炉に代

替して導入されていくとした。導入率は、今後

の製品化などの動向により不確定であるが、フ

ローベースで 2005 年で 15％、2010 年で 30％
と仮定した。

資料 3-
3-2
P24-25

ポテンシャル －
（想定せず）

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 　　　－ 　　　－

年間 GHG 排出量 324tCO2 648tCO2 324tCO2

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量

6,150GJ
(15 万 m3／年)

12,300GJ
(30 万 m3／年) 　6,150GJ

リジェネバーナの場

合(省エネ率 50％と

設定)

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) 1200 万円 －

維持管理費(b) － －

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) －370 万円 －

  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) 15 年 －

バッチ式鍛造炉の場合、初期費用 2500
万円(新設)、1200 万円(改造)。13A 単価

50 円／m3、燃料使用量 15 万 m3／年、

省エネ率 50％として試算。

年間費用(a/d+b+c) －290 万円 － 追加費用(A-B)(D) －290 万円

費用対効果(D÷C) －8,951 円/t-CO2 －32,813 円/t-C

制度的課題
（特になし）

社会的課題
（特になし）

必要な対策手法
・導入費用に対する経済的援助

・普及啓発

副次的効果

・炉のシンプル化（高温煙道や予熱空気配管が不要になり、炉周りをシンプル化で

きる）

・炉内温度の均一化
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対策技術名 　中小事業所における省エネ対策推進

コード番号 ②－ｃ－イ、ロ 分類 技術の効率改善・代替 改訂年月日 　2001 年５月 10 日

技術の概要

（財）省エネルギーセンターが実施した「工場の省エネルギー診断」の改善提言に

よる推計値によると、産業部門全体の平均省エネ率は、8.5％というデータが示され

ている。中小規模の工場・事業場においては、様々な省エネ対策を用いることによ

り、さらなる省エネが可能であると考えられる。

技術の

普及状況

　　　－ 克服すべき

技術的課題

既にある省エネ技術の積み重ねであるの

で、技術的課題はなし。

ケース 削減量（千 t-CO2） 算定根拠概要 参照頁

計画ケース ０
（計画ケースでは算定せず）

ポテンシャル 3,867～12,569

中小規模事業所が平均 8.5％のエネルギー削減

ポテンシャルがあると仮定して、従業員規模別

のエネルギー消費量より、削減可能性を概算。

資 3-4-2
Ｐ19

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 削減量(B-A)(C) 備考

排出係数 　　－ 　　－

年間 GHG 排出量 　　－ 　　－
　　　－

G
H
G
削

減

量
年間エネルギー

消費量
　　－ 　　－ 　　　－

項　目 導入技術(Ａ) 既存技術(Ｂ) 備考(出典、特記事項など)

設備投資費(a) － －

維持管理費(b) － －

ｴﾈﾙｷﾞｰ費(c) － －

  

コ
ス
ト
評
価

耐用年数(d) － －

ＣＯ2 削減量は、マクロ的な概算なので、

事業所単位の削減係数、コスト評価が困

難である。コスト等はそれぞれの事業所

によって、選択される省エネ技術等がち

がうため、一律の数字を出すことは困難

であると考えられる。

年間費用(a/d+b+c) － － 追加費用(A-B)(D) －

費用対効果(D÷C) －　　　　　円/t-CO2 　－　　　　　円/t-C

制度的課題
（特になし）

社会的課題
・省エネルギー意識の向上

必要な対策手法

・省エネ法による目標値の強化

・中小工場等でのＥＳＣＯ事業の浸透。

・中小工場等での環境マネジメント等の普及

・省エネ機器の導入の経済的な援助

副次的効果
・経営効率化

・経常利益の増加
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